
団体名： 東浦町商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 80.6 ％） （達成度 130.0 ％） Ｂ Ａ

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 114.9 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 107.0 ％） （達成度 122.2 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 117.5 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 101.4 ％） （達成度 116.3 ％） Ａ Ａ 上げる 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 135.6 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ

期中における業績の把握
や財務分析をフィード
バックすることで課題の
把握と経営への反映を図
ることができた。景況調
査や経営計画の基礎デー
タとして活用も進んだ。

総
合
評
価

Ａ

集団指導参加延人数

小規模事業者の経理処理やデ
ジタル化の推進を図り、健全
な経営基盤のための財務分析
や経営分析に繋げる。また、
所得税やインボイス制度など
煩雑な経理処理に対して、的
確な指導業務を推進する。

小規模事業者

指標

巡回窓口指導延件数

指標

課題解決提案件数
経営改善普及事業による
経営支援に加え、経営発
達支援計画に則り経営革
新計画や事業継続力強化
計画など事業計画策定に
ついて伴走支援を行っ
た。事業計画策定におい
ては経営者の自走化のた
めフォローアップに努め
た。

実績
数値

391209
目標
数値

1500
実績
数値

目標
数値

30

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

2025年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

巡回窓口による事
業計画策定のニー
ズの掘り起こしと
経営力再構築伴走
支援にある課題設
定型による伴走支
援に取り組んでい
きたい。

・指導対象者数　67名
・指導延日数　 639日
・指導延回数　 672回

巡回・窓口相談指
導事業

巡回窓口相談により事業者の
抱える経営課題の解決を図
り、小規模事業者の経営基盤
の安定強化に努める。また、
創業者への関係機関との連携
によるハンズオン支援や事業
承継の推進、経営革新など事
業計画策定について伴走支援
を実施する。さらに、災害に
備えた事業継続計画の普及に
努め、小規模事業者の強靭化
支援を図る。

・巡回窓口指導実企業数
  373社
・巡回窓口指導延件数
  1,209件
・課題解決提案件数　39件
・経営革新承認件数　 3件

記帳継続指導 小規模事業者

指標
記帳指導延回数

講習会等

集団指導では、他の商工会と
連携し、経営分析を踏まえた
事業計画策定セミナーや業種
別講習会を開催する。また、
商業者向けには商業ゼミナー
ル「あきんど塾」を開き、時
代に合わせた販路開拓等に関
するテーマで開催する。さら
に、商工会単独では、小規模
事業者のニーズに応じ、BCP
策定などをテーマとした講習
会を開催する。個別指導で
は、税務や金融に関する相談
会を開催し、個別の事業所の
経営課題の洗い出しと解決に
向けた専門家によるサポート
を提供する。

講習会開催回数及び受講者数
・集団指導　　12回
　参加延人数  46名
・個別指導 　 22回
　参加延人数　33名

小規模事業者

指標

指標

目標
数値

585
実績
数値

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

40
実績
数値

47
目標
数値

指標

若手経営者等育成セミ
ナーを開催し生成ＡＩの
ビジネス活用について知
識を得ることができた。
全国大会や中部ブロック
大会等に参加することで
全国各地の先進事例や地
域経済の牽引役として意
識醸成の一助となった。

総
合
評
価

実
施
側
の

事
業
評
価

672
目標
数値

実績
数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

目標
数値

43
実績
数値

46
目標
数値

27

指標

個別指導参加延人数
集団指導では、事業計画
支援により、事業者が自
社を客観視し、PDCAによ
る改善手法を確立する契
機となった。補助金を活
用した新たな需要開拓へ
の挑戦も後押しできた。
また、広告宣伝の効率化
に向けてSNSやAI活用へ
の理解が進み、実践的な
知識が広がった。さら
に、BCPに取り組む事業
者が増え、リスク対応力
と経営基盤が強化され
た。
個別においては、税務、
金融、経営一般等事業所
の抱える様々な課題に対
し個別具体的な解決に繋
げる事ができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

33

若手後継者等育成
事業
（セミナー）

女性部員を対象に、資質向上
となるセミナーを開催する。
（阿久比町商工会、東浦町商
工会、内海商工会、豊浜商工
会、師崎商工会、美浜町商工
会、武豊町商工会の合同開催
（知多支部商工会女性部連絡
協議会））

女性部資質向上事業（セミ
ナー開催）（9月）
・参加者数　71名（知多支部
商工会女性部連絡協議会（7
商工会）の総数）
・参加者満足度　93％（アン
ケート調査）

女性部員

指標

若手後継者等育成
事業

「若手経営者等育成セミ
ナー」では、青年部員自ら資
質向上に期待できるテーマを
選定し実施する。全国大会な
ど広域事業への参加を通じ
て、活動推進のための情報収
集や帰属意識の醸成を図り、
地域振興の担い手として資質
向上に取り組む。青年部・女
性部それぞれ支部単位での講
習会等を実施する。

・若手経営者等育成セミナー
　参加延人数　27名
・講習会等参加延人数　40名
・青年部・女性部各種事業の
　実施 小規模事業

者・
青年部員・
女性部員

目標
数値

目標
数値

70
実績
数値

71
目標
数値

80

指標

参加者満足度 セミナーを通して、地域
の絆、人と人の絆、商工
会女性部の絆を強くし、
今後の女性部活動を推進
する上での礎をつくるこ
とができた。

実績
数値

93

参加者数

祭典事業

祭典を通じて地域のにぎわい
を創出し、町内飲食店の露店
ブースを設置することで来場
者への認知度向上を図る。産
業まつりでは、商業者による
物販だけでなく、工業者の
ブースを設けることで、企業
紹介や自社製品のPR、事業内
容の発信を行い、地域住民の
理解を深める機会とする。

・於大まつり　4月19日(土)
　（出展事業者数　　25社、
　　来場者数　　22,000人）
・産業まつり 11月8日（土）
　（出展事業者数　  36社、
    来場者数　  16,000人） 中小・

小規模事業者

指標

出展事業者数

指標

講習会等参加延人数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

目標
数値

45
実績
数値

61
目標
数値

指標

於大まつりでは地域の祭
典のにぎわい演出に貢献
した。産業まつりは、出
展した事業所は、地域住
民への認知度向上や自社
のサービス・商品のPRに
つなげる良い機会となっ
た。今年度はクイズラ
リー、アクリルスタンド
企画を実施し企画参加企
業の地域住民への認知を
より高める事ができた。

実績
数値

行政と協力し、事
業者の認知度の向
上を促進し、祭典
当日だけでなく、
祭典終了後の販路
拡大にも寄与す
る。また、地域の
にぎわいも創出す
る。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

今後の展開・改善点等

〇

〇

地域の絆の場とし
て活動していき、
組織の結束力を高
め実施していきた
い。

引き続き青年部・
女性部ともに部員
が主体性をもって
自己研鑽のための
研修を計画・実施
していく。

記帳機械化利用者
への指導内容も
年々複雑化してい
ることから、知識
の共有化・底上げ
をしつつ受託件数
は現状の水準を維
持する。

今後は、より多く
の事業者が参加で
きる環境を整える
ため、課題や関心
を的確に捉え、必
要性の高いテーマ
を選定して関心を
喚起するととも
に、事業環境の変
化への対応に活用
できる情報をタイ
ムリーに提供す
る。これにより、
学びの機会を拡充
し、事業者の前向
きな取組を継続的
に後押ししてい
く。



団体名： 東浦町商工会

得られた効果 備考

2025年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 101.5 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 40.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 137.5 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 106.7 ％） （達成度 100.0 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

商業部会の産業ま
つり抽選会事業で
は、さらに参加事
業者を拡大するこ
とが重要である。
これにより、消費
者に多様な楽しみ
を提供し、集客や
新たな需要創出の
工夫を促し、地域
全体の消費の好循
環を後押ししてい
く。
工業部会では、資
質向上のための視
察研修や求人支援
事業を実施する。

目標
数値

15
実績
数値

16
目標
数値

55
実績
数値

55

指標

各役員会等開催回数

指標

抽選会加盟企業者数

工業部会では、メッセナ
ゴヤ2025への共同出展を
実施し出展企業の知名度
向上等に寄与した。
STATION Aiへの視察研修
により参加者のオープン
イノベーションへの理解
を深める事ができた。
商業部会では、町全体で
の消費喚起の取組みによ
り事業者間の連帯感が高
まり、地域商業を盛り立
てる意欲が醸成された。
また、抽選会を通じて来
場者との接点が生まれ、
顧客獲得や消費喚起に向
けた工夫の促進にもつな
がった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

優良従業員表彰
は、引き続き会員
事業所への周知を
行う。合同企業説
明会は、周知方
法、時期等を検討
し参加する求職者
の増加を目指す。
チタジョブは、周
知に力を入れ更な
る参加企業の増加
を目指す。

目標
数値

8
実績
数値

11
目標
数値

実績
数値

指標

優良従業員被表彰者数

指標

優良従業員の表彰を行
い、従業員の定着率向上
と勤労意欲の向上に貢献
した。
また、刈谷市において、
他の商工会等と連携し合
同企業説明会を実施し、
新規学卒者及び中途求職
者に対し採用活動を支援
することができた。
今年度より知多半島の仕
事ポータルサイト「チタ
ジョブ」を他商工会・商
工会議所と合同で実施
し、多様化する求人市場
に対応した支援を行っ
た。

部会・委員会事業

工業では、将来のものづくり
とひとづくりのため、産業ま
つりに工業部会のブースを出
展する。また、メッセナゴヤ
2025に出展し、販路開拓を支
援する。商業では、産業まつ
り開催日に抽選会を開催する
など、地域のにぎわい創出に
努めるとともに参加事業者の
発展に資する事業を行い消費
者に直接意見を聞くための機
会を設ける。各委員会につい
ては必要に応じて適宜開催す
る。

・部会・委員会活動
  各役員会等開催回数　15回
・抽選会加盟企業者数　55社

中小・
小規模事業者

雇用促進事業

従業員の定着化と勤労意欲の
向上を促し、中小企業や小規
模事業者の経営基盤を安定さ
せるため、優良従業員を表彰
する取り組みを実施する。ま
た、雇用促進を支援するた
め、近隣市町と連携し、新規
学卒者などを対象とした合同
企業説明会などの雇用対策事
業を実施し、適正な人員確保
に貢献する。

・優良従業員表彰の実施
　11名
・雇用対策事業の実施
　（知多地域就職情報セン
    ター事業「チタジョ
    ブ」、合同企業説明会
    等）
・珠算検定事業の実施

中小・
小規模事業者

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

目標
数値

指標

賀詞交歓会は会場が従来
の場所に戻り、会場は満
杯となって名刺交換並び
に異業種交流が活発に行
われた。また、会員親睦
事業も開催を心待ちにし
ている会員もおり、普段
交流の無い会員同士も交
流を図ることができた。
地区運営については、地
区会員間だけでなく、地
域コミュニティとの連携
を図る事業にも積極的に
参加し、地域の活性化に
も寄与することができ
た。

総
合
評
価

実績
数値

実績
数値

2
目標
数値

指標

構成機関としてウェルネ
スバレーの交流・にぎわ
い創出事業やスタート
アップ連携におけるマッ
チングなどを通じて事業
のＰＲと普及が図られ
た。

5

ウェルネスバ
レー・街づくり事

業

新産業の促進と県内外からの
企業誘致、ものづくり事業者
とのマッチングに取り組む
ウェルネスバレー推進協議会
の構成機関として、地域内事
業者の参画促進に努める。
スタートアップとのマッチン
グを図ることで、町内事業者
の生産性向上など課題解決に
繋げる。

・ウェルネスバレー、スター
  トアップ関連参加事業者数
　2社

中小・
小規模事業者

指標

ウェルネスバレー参加事業
者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

多くの情報がある
なかで、小規模事
業者にとってより
有益と思われるも
のを整理して情報
発信するよう努め
る。

目標
数値

12
実績
数値

12
目標
数値

指標

国・県等の施策や法改
正、各種補助金等を広報
誌やホームページ等周知
を行い、小規模事業者に
とって有益と思われる情
報を提供することができ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価

実績
数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

地域事業者の参画
の動機づけに繋が
るよう行政と連携
して事業内容の啓
蒙活動に努めてい
く。 〇

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

〇

会員交流事業

商工会加入のメリットである
異業種との交流をさらに図る
ことで業種の垣根を越えた交
流を活発化し、人的ネット
ワークの拡大と新たな販路開
拓につながる事業に取り組
む。
また、地域活性化を図るため
行政との情報交換を活性化す
るとともに、地域コミュニ
ティとの交流を増やす取り組
みを促進する。

・賀詞交歓会、会員親睦事業
  参加延人数　159名
・各地区運営指導（5地区）
  参加延人数　237名

中小・
小規模事業者

指標

参加延人数

会員親睦事業は初
めての参加や久し
ぶりに参加する会
員もあり、とても
良い交流が図れた
ので、今後も新規
の参加が増えるよ
う努めていく。

390
実績
数値

396
目標
数値

調査・広報事業

国・県などの小規模事業者施
策、各種補助金等について、
広報誌の発行、ホームページ
の更新により周知を行い、事
業者のニーズに合致した施策
利用の促進に努めることで小
規模事業者への伴走支援に繋
がる。また、商工会事業につ
いても積極的に情報を発信
し、小規模事業者に対して理
解の醸成を促進する。

・広報誌の発行回数　12回
・ホームページによる情報発
  信

中小・
小規模事業者

指標

広報誌発行回数

目標
数値



団体名： 東浦町商工会

得られた効果 備考

2025年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 112.5 ％） （達成度 84.3 ％） Ｂ Ａ 現行どおり 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 99.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ

※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。

年末調整、確定申告の個
別指導を実施し基礎控除
の変更等税制改正に対応
した指導を行うことがで
きた。
会報誌の配布等による情
報提供等により適正な申
告納税の推進を図ること
ができた。

目標
数値

10
実績
数値

10
目標
数値

実績
数値

青色申告会・法人
会事業

青色申告会や法人会などの税
務支援団体や地域貢献団体と
連携し、適正な申告・納税を
促進することで、国や地方自
治体、地域社会の発展に貢献
し、ひいては商工業の活性化
に寄与に寄与する。

・青色申告会
　総会　　　　　　1回
　正副支部長会議　1回
　年調・確定申告　2回
・法人会
　総会　　　　　　1回
　役員会　　　　　3回
　視察研修　　　　1回
　支部ゴルフ大会　1回

青色申告会
員・

法人会員

指標

各役員会等開催回数

指標

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

従来通り税制等税
に関する知識の向
上を図る。

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

未加入事業所に対
し制度の理解を促
し受託事業者増加
に努める。
加入事業所に対し
て良好な労使関係
構築に寄与する。

目標
数値

100
実績
数値

99
目標
数値

実績
数値

指標

受託事業場数

指標

事業場の依頼に適宜対応
し正確な手続きを行うこ
とにより、事業主の事務
負担軽減に寄与した。従
業員がいなくなった事業
所による委託解除が増え
たことにより目標値を下
回った。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事業所のニーズに
合わせた各種共済
の案内を実施し、
各種共済制度の普
及を図る。
健康診断を実施
し、従業員の健康
の増進を図る。目標

数値
40

実績
数値

45
目標
数値

70
実績
数値

59

指標

各種共済加入件数

指標

事業所健康診断受診者数
共済制度の普及は事業所
の必要性を鑑みて推進に
努めた。財政基盤強化の
ため、共済職員との同行
を行い、加入促進を行っ
た。
健康診断について、事業
主として求められる従業
員の健康管理に資するこ
とができた。

福利厚生事業

中小企業・小規模事業者にお
ける従業員などの健康と福祉
の増進、利便性の向上に資す
ることを目的として、法律で
年一回の実施が義務づけられ
ている定期健康診断を実施
し、合わせて各種共済制度の
普及を図る。

・各種共済制度の普及推進に
  よる加入件数　45件
　（中小企業共済、小規模企
    業共済、中小企業倒産防
    止共済等）
・事業所健康診断の受診者数
  59名

中小・
小規模事業者

労働保険事業

労働保険料の申告納付をはじ
め、従業員の入退社に伴う届
出書類の作成などを労働保険
事務組合にて受託し、人的資
源の乏しい中小企業・小規模
事業者の事務負担軽減を図
る。また、労災・雇用両保険
の適正な給付申請などを支援
し、良好な労使関係の構築や
雇用面における経営基盤の安
定に寄与する。

・労働保険事務等の受託
  99事業場
　（保険料に関する徴収金の
    申告納付処理、雇用保険
    の被保険者資格の得喪届
    出事務、労災保険の特別
    加入申請手続き事務等）

中小・
小規模事業者


